
資料１

減災対策協議会幹事会に関する報告



最上川上流

山形河川国道事務所
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第12回 最上川上流大規模氾濫時の減災対策協議会 幹事会

■日時 ：令和4年4月28日(木) ■開催方式 ：web開催

幹事会構成員幹事会構成員

山形市 河川整備課長 米沢市 防災危機管理課長

寒河江市 防災危機管理課長 上山市 庶務課長

村山市 総務課長 長井市 危機管理主幹

天童市 危機管理室長 東根市 危機管理室長

南陽市 総合防災課長 山辺町 防災対策課長

中山町 総務広報課長 河北町 防災・危機管理監(兼)総務課長

西川町 総務課長 朝日町 総務課長

大江町 総務課長 高畠町 総務課長

川西町 安全安心課長 小国町 町民税務課長

白鷹町 総務課長 飯豊町 総務課長

東北農政局西奥羽土地改良調査管理事務所 最上川支所長

気象庁山形地方気象台 防災管理官

山形県 防災くらし安心部 防災危機管理課 課長補佐

農林水産部 農村整備課 農村防災・災害対策主幹

県土整備部 河川課 副主幹（兼）課長補佐

砂防・災害対策課課長補佐

村山総合支庁 総務企画部総務課 防災安全室長

建設部 河川砂防課長 山形統合ダム管理

課長 西村山河川砂防課長

北村山河川砂防課長

置賜総合支庁 総務企画部 総務課長（兼）防災安全室長

建設部 河川砂防課長 西置賜河川砂防課長

企業局 村山電気水道事務所長

最上川中流土地改良区 管理課長

上山市土地改良区 事務局長

東北電力株式会社 山形発電技術センター 土木課長

東北地方整備局 山形河川国道事務所（河川）副所長

東北地方整備局 最上川ダム統合管理事務所（技術）副所長

■幹事会での意見等

議事内容議事内容

(1)最上川上流域の減災に係る取組方針（改定案）

山形地域メディア連携協議会、最上川水系ダム洪水調節機能

協議会を令和3年度に設立。

大規模氾濫時の減災対策協議会お各協議会でじっする取組を

明確にする事を目的に、取組方針の改定を行うことを提案。

(2)最上川上流域の減災に係る取組方針（R3）実施状況について

各構成機関から令和3年度の取組実施状況について報告

(1)最上川上流域の減災に係る取組方針（改定案）について了承

WEBでの開催状況WEBでの開催状況

山形河川国道事務所

2



大規模減災対策協議会、その他の協議会との関係

【河川法】ダム洪水調節機能協議会

最上川水系ダム洪水調節機能協議会
（設立：令和3年9月30日）

※利水ダム等を有する河川

【水防法】大規模氾濫減災協議会

最上川上流大規模氾濫時の減災対策協議会
（設立：平成28年5月31日）

※洪水により相当な損害が生じる河川

【主な協議事項】
・地域住民の避難行動を推進するため、災害情報を発信
する行政と、情報を伝えるテレビやラジオ、新聞等、
それぞれが有する特性を生かした情報の発信・伝達に
関する事項

【住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク

情報共有プロジェクト】メディア連携協議会

山形地域メディア連携協議会（設立：令和3年9月9日）

【主な協議事項】
・河川管理者とダム設置者等による事前放流
に関する協定

【主な協議事項】
・円滑かつ迅速な避難体制を始めとする
浸水被害防止・軽減に関する事項

流域治水協議会

最上川流域治水協議会
（設立：令和2年9月15日）

※河川整備が必要な河川
・上記以外の森林や農地等を含めた
総合的な取組に関する事項

新たな協議会設立に伴う取組方針の改定

令和３年度に新たな協議会として
「山形地域メディア連携協議会」「最上川水系ダム洪水調節機能協議会」を設立。

大規模氾濫減災協議会と各協議会で実施する取組を明確にすることを目的に
『「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく最上川上流域の減災に係る取組方針』の改定を行う。

＜主な改定項目と内容＞
■洪水を河川内で安全に流す対策
・具体的取組「既存ダムの洪水調節機能の向上」における取組機関の対象を協議会名（最上川
水系ダム洪水調節機能協議会）に変更

■高齢者等避難・避難指示の発令に着目したタイムライン
・具体的取組「メディアとの連携による洪水情報の提供」における取組機関の対象を協議会名
（山形地域メディア連携協議会）に変更

（改定方針）

新設された２つの協議会を踏まえ
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「最上川上流域の減災に係る取り組み方針（改定案）」新旧対比表（１／４）

・改定年月日の追加

「最上川上流域の減災に係る取り組み方針（改定案）」新旧対比表（２／４）

・基準水位表示色の
変更及びイメージ
図の更新

・取組機関を講義会
名に変更

・事前放流のイメー
ジ図に更新
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「最上川上流域の減災に係る取り組み方針（改定案）」新旧対比表（３／４）

・取組機関を講義会
名に変更

「最上川上流域の減災に係る取り組み方針（改定案）」新旧対比表（４／４）

・改定年月日の追加
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■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

まるごとまちごとハザードマップ整備・拡充およびまち歩き等による地域内の危険箇所等の把握

■ 令和３年７月３０日（金）：大江町 左沢地区
■ 令和３年８月 ２日（火）：河北町 押切地区
■ 令和３年８月 ５日（木）：河北町 田井地区

実施地区実施地区

■ 令和２年７月豪雨の出水概要【説明】
■ 水害に向けた日頃からの備え【紹介】
■ まるごと・まちごとハザードマップ【説明】
■ 洪水実績浸水深看板設置【現地】

実施内容実施内容

【R3.8.2 河北町 田井地区】 【R3.7.30 大江町 左沢地区】

日 常 か ら 水 防 災 へ の 意 識 を 高 め 、 緊 急 時 に お け る 住 民 の 主 体 的 な 避 難 行 動 、 安 全 か つ ス ム ー ズ な 避 難
に つ な げ る こ と を 目 的 に 取 組 を 実 施 。
令 和 ２ 年 ７ 月 豪 雨 に お け る 浸 水 被 害 が 発 生 し た 地 区 に 「 洪 水 痕 跡 看 板 」 を 設 置 。

市町村 L1対応 L2対応

長井市 H18館町南 H30館町南・館町北
H31舟場・屋城町・東町

天童市 H18寺津

南陽市 H21梨郷・砂塚・和田・竹原
H29椚塚・長町

山辺町 H30三河尻・近江

中山町 H19桜町・梅ヶ枝町・いずみ・
あおば

河北町 H20吉野・舞台・荒小屋
H21押切・田井・山王

H29吉野・舞台・荒小屋

大江町 H25百目木 H29百目木

川西町 H21門の目・東他屋・中の他屋
H22高山

まるごとまちごとハザードマップ作成一覧

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

より実践的な避難訓練の実施および要配慮者利用施設の避難計画の作成

水 防 法 及 び 土 砂 災 害 防 止 法 の 改 正 （ H 2 9 . 6 ） に よ り 「 要 配 慮 者 利 用 施 設 の 避 難 確 保 計 画 の 作 成 」
及 び 「 避 難 訓 練 」 が 義 務 化 。
協 議 会 構 成 自 治 体 （ 2 0 市 町 ） で は 、 令 和 3 年 9 月 末 時 点 で 地 域 防 災 計 画 に 位 置 付 け さ れ た 要 配 慮 者
利 用 施 設 （ 5 2 4 施 設 ） の う ち 計 画 作 成 済 施 設 は 4 6 9 施 設 （ 約 9 0 ％ ） 。
令 和 3 年 度 末 ま で に 作 成 率 を 1 0 0 ％ と し 「 逃 げ 遅 れ に よ る 人 的 被 害 ゼ ロ 」 を 実 現 。

※国、県、自治体が連携して講習会を実施。
■避難確保計画作成の必要性（国土交通省）
■段階的に発表する防災気象情報の活用（気象庁）
■水害リスクに関する最近の動向（国土交通省）
■土砂災害の避難確保計画（山形県）
■避難確保計画の作成方法（市町村） など

講習会の主な内容講習会の主な内容

【R4.3.25_中山町要配慮者利用施設避難確保計画作成説明会】
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■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

住民一人ひとりの避難計画・情報マップの作成促進（マイ・タイムライン）

日 常 か ら 水 防 災 へ の 意 識 を 高 め 、 各 自 治 体 や 自 治 会 ・ 町 内 会 の 防 災 境 域 の １ コ マ と し て 「 マ イ タ イ ム
ラ イ ン 講 習 会 」 を 開 催 。
講 習 会 で は 自 ら 命 を 守 る た め の 避 難 行 動 計 画 （ マ イ タ イ ム ラ イ ン ） を 作 成 す る 重 要 性 を 確 認 し 、 実 際
に 自 分 で 作 成 し て み る な ど の 体 験 。

①気候変動の影響、激甚化する自然災害
②令和2年7月豪雨による最上川の洪水被害
③流域治水
④マイタイムラインの概要、重要性
⑤マイタイムライン作成のポイント
⑥マイタイムライン作成ツール「逃げキッド」
⑦⑧河川の情報を取得するためのツール紹介

講習会の主な内容講習会の主な内容

月日 団体名 人数

令和3年5月23日 河北町 30人

令和3年9月10日 長井市館町南地区 16人

令和3年10月5日 村山地区商工会女性部 46人

令和3年10月7日 長井市館町北地区長 140人

令和3年11月7日 東根市大堀自主防災会 40人

令和3年11月16日 長井市館町南地区長 200人

472人

講習会の開催実績講習会の開催実績

【河北町 押切公民館】 【村山地区商工会女性部】

■防災教育や防災知識の普及

防災教育の推進（出前講座）

学 校 や 自 宅 周 辺 の 写 真 や 洪 水 ハ ザ ー ド マ ッ プ を 活 用 し 、 身 近 で 起 こ り う る 災 害 や 早 期 の 避 難 の 必 要 性
を 学 習 。
ま た 、 水 の 重 さ や 水 の 抵 抗 力 に つ い て も 体 験 し 近 年 多 発 し て い る 水 害 か ら 身 を 守 る た め に ど の よ う な
行 動 を す べ き か を 学 習

月日 団体名 人数

令和3年7月2日 村山市立西郷小学校 35人

令和3年7月9日 河北町立溝延小学校 39人

令和3年7月20日 東根市立長瀞小学校 81人

令和3年8月25日 寒河江市立白岩小学校 15人

令和3年8月27日 東根市立大森小学校 118人

令和3年10月22日 米沢市立西部小学校 81人

令和3年11月12日 南陽市立梨郷小学校 14人

令和3年11月18日 山形市立西山形小学校 15人

令和3年11月25日 山形市立鈴川小学校 106人

令和3年12月16日 東根市立大森小学校 117人

10校 621人

出前講座 実績出前講座 実績令和２年７月豪雨における山形県内の気象状況や山形河川国道
事務所管内での対応状況を紹介。避難の方法について学習。

水の抵抗（水深40cmを歩いた場合の抵抗力）や雨の重さ
（畳1枚に30mm/hの雨が降った場合の重さ）について体験。

＜実施状況（講座）＞＜実施状況（講座）＞

＜実施状況（体験型学習）＞＜実施状況（体験型学習）＞
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■防災教育や防災知識の普及

防災教育の推進（巡回パネル展）

令 和 ２ 年 ７ 月 豪 雨 か ら １ 年 と い う 節 目 に あ た り 、 歴 史 的 な 大 震 災 を 忘 れ る こ と な く 近 年 多 発 す る 水 害
へ の 備 え を 改 め て 考 え る き っ か け と し て 「 巡 回 パ ネ ル 展 」 を 開 催 。

■ 開催場所 ：激甚な被害が発生した最上川中流・上流部の市町村
■ 期 間 ：令和３年７月５日（月）～ ７月３０日（金）
■ パネル内容：災害当時の気象・河川水位や被害状況、

緊急治水対策プロジェクト について紹介

開催概要開催概要

巡回パネル展開催状況巡回パネル展開催状況

【村山市（村山市役所）】 【大江町（大江町中央公民館）】

■高齢者等避難・避難指示の発令に着目したタイムライン

ホットラインによる確実な気象、水象情報の伝達と助言、及びホットラインの活用

大 規 模 な 浸 水 被 害 等 の 発 生 が 予 測 さ れ る 場 合 、 河 川 管 理 者 （ 事 務 所 長 ） か ら 市 町 村 長 に 直 接 電 話
（ ホ ッ ト ラ イ ン ） を 行 い 、 今 後 の 水 位 上 昇 の 見 通 し な ど を 伝 え る こ と で 、 適 切 な 避 難 判 断 を 支 援 。
令 和 3 年 度 は 「 洪 水 対 応 演 習 （ R 3 . 5 . 1 4 ） 」 で 「 南 陽 市 長 と の ホ ッ ト ラ イ ン 訓 練 」 を 実 施 。

計画高水位計画高水位

氾濫危険水位氾濫危険水位

避難判断水位避難判断水位

氾濫注意水位氾濫注意水位

レベル２レベル２ レベル３レベル３ レベル４レベル４レベル１レベル１ レベル５レベル５

氾濫発生氾濫発生

に 到 達 す る 場 合
予測水位が氾濫危険水位
に 到 達 す る 場 合

し た 場 合
氾濫危険水位に到達
し た 場 合

に 到 達 す る 場 合
予測水位が避難判断水位
に 到 達 す る 場 合

し た 場 合
避難判断水位に到達
し た 場 合

氾濫が発生した場合氾濫が発生した場合

時間の流れ

市町村名 実施回数 市町村名 実施回数

山形市 ３ 新庄市 ２

寒河江市 ５ 尾花沢市 ２

村山市 ４ 大石田町 ６

天童市 ４ 舟形町 ２

東根市 ３ 大蔵村 ３

山辺町 ４ 戸沢村 ３

中山町 １２ 酒田市 ２

河北町 ５ 鶴岡市 ３

大江町 ４ 三川町 ３

川西町 １

合計（９市８町２村） ７２回▲7/28 河川管理者（事務所長）と首長とのホットライン状況

令和２年７月豪雨時のホットライン状況令和２年７月豪雨時のホットライン状況
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■高齢者等避難・避難指示の発令に着目したタイムライン

メディアとの連携による洪水情報の提供（防災用語ウェブサイト）

共通認識

防災情報の発信

防災機関 報道機関等

「防災用語ウェブサイト」

防災情報の伝達

防災情報を受けた、
適切な防災行動

（災害時）
・防災情報の意味、伝え方を迅速に確認
（平常時）
・報道機関・・・平時の解説コーナーや緊急時の事前準備に活用
・ネットメディア・・・ 重要な情報が確実に伝わるようなコンテンツの作成
・自治体防災担当・自主防災組織・・・ 災害に備えた研修等に活用

受け手に
分かりやすい
伝達・説明

防災機関（発信者）と報道機関等（伝え手）
の間で防災情報への認識を共有

住民等

防災用語ウェブサイト
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/bousai-yougo/

発 信 者 （ 防 災 機 関 ） と 伝 え 手 （ 報 道 機 関 等 ） で 防 災 情 報 へ の 認 識 を 共 有 す る た め パ ソ コ ン や ス マ ー ト
フ ォ ン 等 に よ り 、 誰 で も す ぐ に 防 災 用 語 の 意 味 や 伝 え 方 な ど を 検 索 で き る 「 防 災 用 語 ウ ェ ブ サ イ ト 」
の 運 用 を 開 始 。

■高齢者等避難・避難指示の発令に着目したタイムライン

メディアとの連携による洪水情報の提供（山形地域メディア連携協議会）

■行政機関：8機関
東北地方整備局河川部、
東北地方整備局山形河川国道事務所、
東方地方整備局酒田河川国道事務所、
東北地方整備局新庄河川事務所、
東北地方整備局最上川ダム統合管理事務所、
東北地方整備局月山ダム管理所、
気象庁山形地方気象台、
山形県県土整備部河川課

参画機関参画機関
■メディア：22機関

朝日新聞、毎日新聞、読売新聞、
産経新聞、河北新聞、共同通信、
時事通信、山形新聞、荘内日報、
米澤新聞、コミュニティしんぶん、
NHK山形、山形放送、山形テレビ、
テレビユー山形、さくらんぼテレビ、
ダイバーシティメディア、
ニューメディア、エフエム山形、
ラジオモンスター、ハーバーラジオ、
おらんだラジオ

地 域 の リ ス ク 情 報 や 水 害 情 報 等 に つ い て 、 テ レ ビ や ラ ジ オ 等 の そ れ ぞ れ の 特 性 を 活 か し 災 害 時 の 地 域
住 民 へ の 理 解 と 避 難 行 動 に つ な げ る た め 、 関 係 者 で 連 携 し た 情 報 の 発 信 ・ 伝 達 へ の 取 組 の 共 有 と 関 係
の 構 築 を 図 る 「 山 形 地 域 メ デ ィ ア 連 携 協 議 会 （ R 3 . 9 . 9 ） 」 を 設 立 。

R2.11.6_山形地域メディア連携協議会準備会 R3.9.9_山形地域メディア連携協議会

9



■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検（重要水防箇所合同点検）

洪 水 時 に 堤 防 な ど の 監 視 や 水 防 活 動 を 行 う 際 、 特 に 注 意 が 必 要 な 箇 所 の 現 状 を 把 握 し 、 災 害 を 未 然 に
防 ぐ こ と を 目 的 に 関 係 機 関 と 合 同 で 「 重 要 水 防 箇 所 の 合 同 点 検 」 を 実 施 。

・ 実 施 日 ： 寒 河 江 出 張 所 管 内 ： 令 和 3 年 5 月 2 8 日 （ 水 ） ・ 6 月 1 日 （ 火 ）
南 陽 出 張 所 管 内 ： 令 和 3 年 6 月 4 日 （ 金 ）
長 井 出 張 所 管 内 ： 令 和 3 年 6 月 2 日 （ 水 ）

・ 参 加 機 関 ： 山 形 県 、 8 市 6 町 、 消 防 署 、 警 察 署 、 水 防 団 、 山 形 河 川 国 道 事 務 所 等
・ 参 加 人 数 ： 延 べ 約 1 2 0 名

【巡視前打合せ】 【緊急資材倉庫の確認】 【災害対策車の確認】

【重要水防の説明】 【重要水防箇所の巡視】 【報道機関への説明】

■災害復旧の支援体制の強化および災害情報の共有

水防演習、ロールプレイングを実施（最上川上流危機管理演習）

置 賜 地 方 の 長 井 市 ・ 白 鷹 町 ・ 飯 豊 町 ・ 小 国 町 （ 見 学 ） ・ 国 が 集 ま り 大 規 模 災 害 を 想 定 し た 実 践 的 な
水 害 対 応 訓 練 を 実 施 。

①状況付与者から演習班（自治体）
へ災害に関する防災情報を伝達

②伝達された情報をもとに防災マップ
や防災計画等を確認し対応を検討

③決定した対応を付箋に記入し
時系列でホワイトボード貼付

④自治体ごとに対応した行動記録
の発表を行い評価者より講評

①簡易ロールプレイング方式での行動記録成果における課題に対して最良の解決策（対応行動）
を議論し解決

前半の部（訓練１）：簡易ロールプレイング型訓練前半の部（訓練１）：簡易ロールプレイング型訓練

後半の部（訓練２）：課題解決型訓練（ＤＩＧ方式）後半の部（訓練２）：課題解決型訓練（ＤＩＧ方式）

②議論した成果を自治体ごとに
発表し評価者より講評

演習体制（イメージ）演習体制（イメージ）

令和3年度 最上川上流危機管理演習

演習日時：

・12月22日（水）13:00～16:00

演習場所：

・山形河川国道事務所 2F大会議室

演習内容：

・（訓練１）簡易ロールプレイング型訓練

・（訓練２）課題解決型訓練
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■災害復旧の支援体制の強化および災害情報の共有

水防演習、ロールプレイングを実施（災害対応演習マニュアルの作成）

自 治 体 が 主 体 と な っ て 組 織 全 体 の 危 機 管 理 体 制 の 強 化 を 図 る た め 、 自 治 体 独 自 で 災 害 対 応 演 習 を
行 え る よ う 「 自 治 体 版 災 害 対 応 演 習 マ ニ ュ ア ル 」 を 作 成

第Ⅰ部：災害対応演習第Ⅰ部：災害対応演習

事前準備編：
・事務局の設立、演習概要の決定、

役割分担の決定、資料の作成、
資料印刷・備品の準備

演習実施編：
・訓練の実施手順、演習の時間割

（附属資料）
・自治体ごとの演習シナリオ例
・自治体ごとの水位・雨量データ
・自治体ごとの状況付与カード見本
・掲示用紙（簡易RPG型訓練用）
・掲示用紙（課題解決型訓練用）

第Ⅱ部：最上川上流域の風水害リスク第Ⅱ部：最上川上流域の風水害リスク

最上川上流域の風水害リスク（概要）
風水害とは：
・水害、土砂災害の発生メカニズム
警報・情報の意味：
・洪水予報、水防警報など
地域の風水害リスク：
・各市町の地勢、風水害特性

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

排水計画に基づく排水訓練の実施（排水ポンプ車訓練）

水 災 害 に 備 え 、 安 全 で 迅 速 に 排 水 作 業 が 行 え る よ う 排 水 ポ ン プ の 設 置 や 排 水 作 業 の 手 順 を 確 認 し
な が ら 「 災 害 対 策 車 （ 排 水 ポ ン プ 車 、 照 明 車 ） の 操 作 訓 練 」 を 実 施 。
南 陽 出 張 所 管 内 で は 「 南 陽 市 水 防 訓 練 」 と 連 携 し 排 水 ポ ン プ 車 に よ る 排 水 訓 練 を 実 施 。

・ 寒 河 江 出 張 所 管 内 ： 令 和 3 年 6 月 1 2 日 （ 土 ） 排 水 ポ ン プ 訓 練
・ 南 陽 出 張 所 管 内 ： 令 和 3 年 5 月 1 6 日 （ 日 ） 排 水 ポ ン プ 車 訓 練 （ 南 陽 市 水 防 訓 練 ）

「南陽市水防訓練」状況「南陽市水防訓練」状況

【住民参加による土のう作成】 【月の輪工法】 【倒木処理】

【排水ポンプ車の説明】 【排水ポンプ車による排水訓練】

【水難救助訓練】
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「水防災河川学習プログラム（H31.3版）」更新にあたってのアンケート調査

「 最 上 川 上 流 大 規 模 氾 濫 時 の 減 災 対 策 協 議 会 」 で は 幼 少 期 か ら の 防 災 意 識 の 啓 発 と 児 童 を 通 じ た 地 域 住 民 の 防 災
意 識 の 向 上 を 目 的 に 「 水 防 災 学 習 プ ロ グ ラ ム 作 成 」 を 作 成 し 令 和 元 年 度 に 教 育 委 員 会 に 配 布 。
そ の 後 に 発 生 し た 「 令 和 2 年 7 月 豪 雨 災 害 」 を 踏 ま え 「 水 防 災 学 習 プ ロ グ ラ ム 」 の 更 新 を 行 い ま す 。
更 新 に あ た り 「 水 防 災 学 習 プ ロ グ ラ ム 」 の 活 用 状 況 や 意 見 ・ 要 望 等 に つ い て 、 事 務 局 よ り 「 ア ン ケ ー ト 調 査 」 を
別 途 依 頼 し ま す の で 、 教 育 委 員 会 と 連 携 し 調 査 へ の 御 回 答 ・ 御 協 力 を お 願 い い た し ま す 。

■防災教育や防災知識の普及（防災教育の推進：水防災学習プログラム作成）

水防災学習プログラム作成

山形市立大郷小学校をモデル校とし
新学習指導要領に基づく授業開始を
見据え、理科・社会の授業を通した
防災教育の支援を目的に教材ツール
「水防災学習プログラム」を作成・
配布。
行政側が持つ記録写真・映像などを
教材として提供し幼少期からの防災
意識の啓発と児童を通じた地域住民
の防災意識向上を支援。

■取組のポイント
① 担任の先生が授業
② 理科・社会の教科として授業
③ 地元を流れる川を題材

■「水防災学習プログラム」作成までの経緯
・H30. 2.13_第1回防災教育委員会
・H30. 5.11_第2回防災教育検討会

(公開授業までに資料作成を学校と連携)
・H30. 6.15_山形市校長会において取組紹介
・H30. 7.12_公開授業（社会）
・H30. 9.13_公開授業（理科）
・H30.11.19_第3回防災教育検討会
・H31.2月_第4回防災教育検討会
・H31.3月_学習プログラム修正・完成
・H31.4月_冊子配布 「水防災河川学習プログラム」

身近な教材の提供、
防災授業の進め方を記載

▲防災教育検討会

▲公開授業

▲事務所長より山形市教育長へ
学習プログラムを配布
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最上川中流

新庄河川事務所
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「第１１回 最上川中流大規模氾濫時の減災対策協議会 幹事会」
令和４年５月２３日(月)開催

新庄市 環境課長兼地域防災監 尾花沢市 防災危機管理課長
大石田町 総務課長 金山町 町民税務課長兼くらし安全係長
最上町 総務企画課長 舟形町 住民税務課長
真室川町 総務課危機管理室長 大蔵村 総務課危機管理室長
鮭川村 住民税務課長 戸沢村 総務課危機管理室長
最上広域市町村圏事務組合 事務局長兼業務課長
山形県 防災くらし安心部 防災危機管理課 課長補佐

農林水産部 農村整備課 農村防災・災害対策主幹
県土整備部 河川課 副主幹（兼）課長補佐

砂防・災害対策課 課長補佐
村山総合支庁 総務企画部 総務課長（兼）防災安全室長

建設部 副主幹（兼）北村山河川砂防課長
最上総合支庁 建設部 河川砂防課長

建設部 高坂ダム管理課長
総務企画部 総務課長（兼）防災安全室長

東北農政局 西奥羽土地改良調査管理事務所 村山北部支所長
最上川支所長

気象庁 山形地方気象台 防災管理官
東北地方整備局 新庄河川事務所 副所長（河川）

副所長（砂防）

新型コロナウイルス感染拡大防止対策としてWEB会議にて開催 （場所 ： 国土交通省 新庄河川事務所 ２F大会議室）

『 伝える・促す・動く』 を目標とした減災対策への取組みの継続・実施を確認

①規約改正（案）（別添-1）
組織改正等による幹事の変更

②令和３年度の取組状況と令和４年度の取組方針等
＜国（各参画機関）＞
大規模氾濫時に備えた３つの目標『 伝える・促す・動く』の取
組状況及び今後の取組予定（各参画機関）について説明・確認を
行った。
＜山形地方気象台＞
大雨特別警報（浸水害）の指標改善、キキクル（危険度分布）
の表示改善、「線状降水帯」への事前の呼びかけ、高潮の早期注
意情報運用開始について説明・確認を行った。
＜山形県＞
県管理河川におけるホットラインの実施状況、可搬式排水ポン
プの配備・操作訓練、簡易型河川監視カメラの設置等について説
明・確認を行った。

③その他
＜情報提供＞
・洪水予報の運用変更（氾濫危険情報の発表前倒し）、排水作
業準備計画について説明を行った。
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
＜幹事会での意見等＞
①規約改正について了承
②令和4年度の取組方針を了承
・洪水ハザードマップの公表を完了
・要配慮者施設における避難確保計画作成の促進と避難訓練の
実施
・マイ・タイムラインの作成・普及に向けた出前講座等の実施
・巡回パネル展の実施
・流域治水・減災対策に関する個別勉強会の実施

議事内容

幹事会構成員

WEB会議での開催状況
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最上川下流及び赤川

酒田河川国道事務所
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• 別表６、幹事会構成員の変更
鶴岡市 危機管理監 ⇒ 防災安全課長

第９回 最上川下流・赤川大規模氾濫時の減災対策協議会

議事： 規約改正（案）

令和4年5月27日（金）、『第11回 最上川下流・赤川大規模氾濫時の減災対策協議会 幹事会』を開催。
本協議会では、幹事会の議事内容を踏まえ、規約改正および各機関の取組実施状況等について報告する。

本日の協議会で承認されれば、
同日付で、改正。

変更箇所

令和 4年 11月 10日改正
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• 令和３年に改定した『取組方針（R3～R7）』に基づく大規模氾濫時に備えた3つの目標『避ける・防ぐ・取り返す』の取組み
実施状況を共有するとともに、今後の実施予定について確認を行った。

• 酒田河川国道事務所ホームページ（下記URL）には、協議会構成員の取組内容を事例毎に掲載（過年度のものはPDFで年度毎
一括掲載）しているほか、過去に実施した協議会の資料も全て掲載しており、協議会内で情報共有を図っています。

https://www.thr.mlit.go.jp/sakata/river/bousai/gensaitaisaku/index.html

議事： 令和３年度の取組実施状況と令和４年度の実施予定

第９回 最上川下流・赤川大規模氾濫時の減災対策協議会

令和 ４ 年 １１月 １０日改正
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山 形 県

1

減災対策協議会幹事会に関する報告
山形県二級河川
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第７回山形県二級河川大規模氾濫時の減災対策協議会

令和4年5月27日(金) 『山形県二級河川大規模氾濫時の減災対策協議会幹事会』を開催。
本協議会では、幹事会及び書面の議事内容を踏まえ、取組方針の改定等について報告する。
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浸水想定区域図の空白域の解消

• 近年、中小河川等の水害リスク情報の提供を行っていない水害リスク情報の空白域で多くの浸水被害が発生。
• 水害リスク情報の空白域を解消するため、R3水防法を改正し、浸水想定区域図及びハザードマップの作成・公表の対象を
全ての一級・二級河川に拡大。

• 洪水浸水想定区域図は令和７年度までに完了を目指す。

R4国土交通省水管理・国土保全局関係 予算概要より抜粋

住宅等の防護対象
のある中小河川

■水害リスク情報の空白域において浸水被害が多発 ■浸水想定区域の指定対象を拡大

・洪水予報河川、水位周知河川においては、H28～R1に70河川で作成済み。

・その他河川については、国の目標に合わせ令和7年度完了を目指す。

山形県の対応

見直し案 [1/12]
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見直し案 [2/12]

見直し案 [3/12]
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見直し案 [4/12]

見直し案 [5/12]
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見直し案 [6/12]

見直し案 [7/12]
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見直し案 [8/12]

見直し案 [9/12]
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見直し案 [10/12]

見直し案 [11/12]
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見直し案 [12/12]
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